
日本老年社会科学会 第57回大会（当日掲示したポスターを一部修正したものである）

1

 「地域包括ケアシステム」の中核的な役割が期待されている地域包括支
援センターに関する全国規模での調査研究として公表されているものは，
三菱総合研究所が実施した調査結果等，わずかしか存在していない．

 このような状況をふまえ，長崎純心大学医療・福祉連携センター（以下，
本センターという．）では，全国の地域包括支援センターを対象とした「地
域包括支援センターにおける業務実態等に関する調査」を実施した．

 奥村ら（2014）は，「日本社会福祉学会 第62回秋期大会」において，当
該調査から得られたデータをもとに，地域ケア会議の司会者の差異と地
域ケア会議の開催頻度との関係について明らかにしているが，地域包括
支援センターの設置主体の差異と地域ケア会議の開催頻度との関係に
ついては，言及していない．

 そこで，本研究では，①地域包括支援センターの設置主体の差異と地域ケ
ア会議の開催頻度との関係，②地域ケア会議の司会者の差異と地域ケア
会議の開催頻度との関係，また，③地域包括支援センターの設置主体の
差異と地域ケア会議の司会者の差異とが地域ケア会議の開催頻度と関係
するのかどうかについて探索的に明らかにすることを目的とした．

Ⅰ．研究の背景と目的
 調査対象：全国の包括4,834か所に配

置されている社会福祉士またはそれに
準ずる者．

 調査方法：質問紙を用いた自計式の郵
送調査法

 調査期間：2014年2月から同年2月末日
 回収率：25.2％（1,217件）
 分析対象：調査対象者のうち，職種が

社会福祉士である者（n=1,004)．
 倫理的配慮：調査票の表紙に回答は厳

重に秘密を守って統計処理を行い，プ
ライバシーが外部に漏洩することはな
い旨を記し，調査への協力を得た．

 具体的な分析の手続きは，次の①から
④の通りであり，分析にはIBM SPSS 
Statistics 22を用いた．

① 表Ⅱ－１に示す各種変数の記述統計
量の算出．

② 「地域包括支援センターの設置主体」を
独立変数，「地域ケア会議の開催頻度」
を従属変数とする一元配置分散分析．

③ 「地域ケア会議の司会者」を独立変数，
「地域ケア会議の開催頻度」を従属変数
とする一元配置分散分析．

④ 「地域包括支援センターの設置主体」及
び「地域ケア会議の司会者」を独立変
数，「地域ケア会議の開催頻度」を従属
変数とする多元配置の分散分析．

表Ⅱｰ１　分析に用いた変数
分析に用いた変数 測定方法

地域包括支援センターの
設置主体

多肢選択法

行政直営／社会福祉法人（社会福祉協
議会を除く）／社会福祉協議会／医療法
人／財団法人（一般・公益）／社団法人
（一般・公益）／有限会社／株式会社／
NPO法人／その他
※　本報告では，　　の項目については，
「その他」として分散分析を行った．

地域ケア会議関係
地域ケア会議の開催状況 多肢選択法 開催している／開催していない

地域ケア会議開催頻度 多肢選択法
年1回程度→1点，年2回程度→2点，年3
回程度→3点，年4回程度→4点，年6回
程度→5点，年12回程度→6点

地域ケア会議開催主催 多肢選択法
地域包括支援センター／市区町村／両
方のケース

地域ケア会議の司会者
無制限複数
選択法

地域包括支援センター長／社会福祉士
／主任介護支援専門員／保健師／市区
町村の職員／その他

※ なお，分析にあたっては，当該変数に欠損値を有しな
いケースを分析対象としたため，変数によって分析対
象者数が異なっているということをあらかじめお断りし
ておく．

Ⅱ．対象と方法

Ⅲ．結果

出典：吉田麻衣・潮谷有二・宮野澄男・奥村あすか(2014)「地域包括支援センターに関する全国調査結果の概要（その１）」
日本社会福祉学会 第62回秋期大会より

保有する資格(複数回答,各々n=1,004) ％
社会福祉士 1,004 100.0
精神保健福祉士 181 18.0
保健師 4 0.4
看護師 14 1.4
理学療法士 0 0.0
作業療法士 0 0.0
言語聴覚士 1 0.1
介護支援専門員 591 58.9
介護福祉士 281 28.0
訪問介護員 125 12.5
その他 89 8.9

平均値 標準偏差
現在の施設勤務年数(n=1,001) 3.82 2.55
他の施設での勤務年数 平均値 標準偏差

行政関係(n=943) 1.23 3.79
福祉関係(n=944) 6.23 5.93
医療関係(n=944) 0.87 2.43

平均値 標準偏差
年齢(n=995) 37.31 8.49
性別(n=1,004) ％

男性 434 43.2
女性 569 56.7
無回答 1 0.1

最終学歴(n=1,004) ％
高校 21 2.1
専門学校 73 7.3
短期大学 40 4.0
大学 834 83.1
大学院 28 2.8
その他 1 0.1
無回答 7 0.7

表Ⅲ－１ 対象者の基本属性（度数・％及び平均値±SD）

表Ⅲ－２ 地域ケア会議の開催状況（n=1,004 ）

度数 %

開催している 783 78.0％

開催していない 207 20.6％

N.A 14 1.4%

図Ⅲ－２ 地域ケア会議の開催頻度（n=783 ）
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出典：奥村あすか・潮谷有二・宮野澄男・吉田麻衣(2014)「地域包
括支援センターに関する全国調査結果の概要（その２）」日
本社会福祉学会 第62回秋期大会より

地域包括支援センターの設置主
体については，本センター調査研
究の結果と，三菱総合研究所が
平成25年に実施した調査結果
（三菱H25調査）とを比較すると，
ほぼ同じような傾向が見られた．

出典：三菱総合研究所（2014）『地域包括支援センターにおける業
務実態に関する調査研究事業報告書』から作成

各種変数の記述統計量

図Ⅲ－１ 地域包括支援センター設置主体

図Ⅲ－３ 地域ケア会議の開催主催（n=783）

図Ⅲ－４ 地域ケア会議の司会者（複数回答，各々n=783）

地域ケア会議の司会者は
「社会福祉士」，
「主任介護支援専門員」，
「センター長」の順に多かった．

地域ケア会議の開催主催では
「地域包括支援センター」が最
も多かった．

一元配置分散分析の結果

「地域包括支援センターの設置主体」

独立変数 従属変数

行政直営＞社会福祉法人***
行政直営＞医療法人***

*** p<.001

図Ⅲ－５ 設置主体別にみた地域ケア会議の開催頻度の状況（n=757）
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「地域ケア会議の開催頻度」

表Ⅲ－３ 設置主体と地域ケア会議の開催頻度に関する一元配置分散分析の結果

度数 平均 標準偏差 F値 自由度 検定
地域ケア会議の開催頻度 757 3.959 1.617 9.365 4/752 ***
*** p<.001 

長崎純心大学
スタンプ
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独立変数 従属変数

図Ⅲ－６ 社会福祉士司会者と地域ケア会議
の開催頻度の状況（n=757）

図Ⅲ－７ 保健師司会者と地域ケア会議の開
催頻度の状況（n=757）
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「地域ケア会議の司会者」 「地域ケア会議の開催頻度」

社会福祉士が司会者＞司会者ではない

表Ⅲ－４ 地域ケア会議の司会者と地域ケア会議の開催頻度に関する一元配置分散分析の結果

度数 平均 標準偏差 F値 自由度 検定
地域ケア会議の開催頻度（センター長司会者） 757 3.959 1.617 0.295 1/755 n.s.
地域ケア会議の開催頻度（社会福祉士司会者） 757 3.959 1.617 5.873 1/755 *
地域ケア会議の開催頻度（主任介護支援専門員司会者） 757 3.959 1.617 0.986 1/755 n.s.
地域ケア会議の開催頻度（保健師司会者） 757 3.959 1.617 7.438 1/755 **
地域ケア会議の開催頻度（市区町村職員司会者） 757 3.959 1.617 1.494 1/755 n.s.
地域ケア会議の開催頻度（その他司会者） 757 3.959 1.617 0.537 1/755 n.s.
** p<.01 * p<.05 n.s.:not significant

保健師が司会者＞司会者ではない

多元配置の分散分析の結果

設置主体の主効果は全てのモデル
において，統計的に有意であった
（p<.001/p<.01）．

多元配置の分散分析の結果，社
会福祉士司会者の主効果は，統
計的に有意であった（p<.05）．

多元配置の分散分析の結果，設
置主体と市区町村職員司会者の
交互作用効果が統計的に有意で
あった（p<.05）．

表Ⅲ－５ 地域ケア会議の開催頻度に関する
多元配置の分散分析の結果

F値 自由度 検定
設置主体 8.991 4 ***
センター長司会者 0.526 1 n.s.
設置主体 * センター長司会者 1.236 4 n.s.
設置主体 9.157 4 ***
社会福祉士司会者 4.336 1 *
設置主体 * 社会福祉士司会者 0.321 4 n.s.
設置主体 10.776 4 ***
主任介護支援専門員司会者 0.030 1 n.s.
設置主体 * 主任介護支援専門員司会者 2.020 4 n.s.
設置主体 6.394 4 ***
保健師司会者 2.357 1 n.s.
設置主体 * 保健師司会者 0.480 4 n.s.
設置主体 1.393 4 n.s.
市区町村職員司会者 2.691 1 n.s.
設置主体 * 市区町村職員司会者 2.609 4 *
設置主体 4.516 4 **
その他司会者 0.000 1 n.s.
設置主体 * その他司会者 0.589 4 n.s.
*** p<.001 ** p<.01 * p<.05 n.s.:not significant　

多元配置の分散分析の結果，保健
師司会者の主効果は，統計的に有
意ではなくなった．

度数 平均 標準偏差
社会福祉士司会者 320 4.125 1.536

行政直営 65 4.615 1.497
社会福祉法人 136 3.926 1.576
社会福祉協議会 59 4.339 1.409
医療法人 38 3.684 1.317
その他 22 4.091 1.743

社会福祉士司会者ではない 437 3.838 1.666
行政直営 132 4.379 1.536
社会福祉法人 155 3.503 1.617
社会福祉協議会 76 3.868 1.814
医療法人 52 3.288 1.588
その他 22 4.136 1.521

表Ⅲ－６ 地域ケア会議の開催頻度に関する
多元配置の分散分析の結果

表Ⅲ－７ 地域ケア会議の開催頻度に関する
多元配置の分散分析の結果

度数 平均 標準偏差
市区町村職員司会者 92 4.152 1.785

行政直営 27 3.926 1.752
社会福祉法人 27 3.963 1.829
社会福祉協議会 20 4.450 1.932
医療法人 13 4.385 1.710
その他 5 4.600 1.673

市区町村職員司会者ではない 665 3.932 1.593
行政直営 170 4.541 1.472
社会福祉法人 264 3.674 1.587
社会福祉協議会 115 4.009 1.609
医療法人 77 3.299 1.396
その他 39 4.051 1.621

図Ⅲ－９ 設置主体と市区町村職員司会者から
みた地域ケア会議の開催頻度の状況
（n=757）
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図Ⅲ－８ 設置主体と社会福祉士司会者からみた
地域ケア会議の開催頻度の状況
（n=757）

市区町村職員司会者ではない
場合

行政直営は，社会福祉法人，医
療法人と比して，地域ケア会議
の開催頻度が統計的に有意に
平均値が高かった（p<.001）．
社会福祉協議会は，医療法人と
比して，地域ケア会議の開催頻
度が統計的に有意に平均値が
高かった（p<.05）．

設置主体が医療法人の場合

市区町村職員が司会者の場合
は，司会者ではない場合より地
域ケア会議の開催頻度が統計
的に有意に平均値が高かった
（p<.05）．

設置主体と市区町村職員司会者の交互作用に関する分析
結果

表Ⅲ－８ 地域ケア会議の開催頻度に関する交互作用の分析結果（１）

F値 自由度 検定
市区町村職員司会者 0.587 4 n.s.
市区町村職員司会者ではない 11.348 4 ***
*** p<.001 n.s.:not significant　

表Ⅲ－９ 地域ケア会議の開催頻度に関する多重比較の結果（Bonferroni）

平均差 (I-J) 標準誤差 有意確率b平均差信頼区間b
(I) q1 設置者 (J) q1 設置者 下限 上限

市区町村職員司会者ではない 行政直営 社会福祉法人 0.867 0.155 *** 0.431 1.303
社会福祉協議会 0.532 0.190 n.s. -0.003 1.068
医療法人 1.242 0.216 *** 0.633 1.852
その他 0.490 0.280 n.s. -0.298 1.278

社会福祉法人 行政直営
社会福祉協議会 -0.334 0.176 n.s. -0.830 0.161
医療法人 0.376 0.204 n.s. -0.199 0.950
その他 -0.377 0.270 n.s. -1.138 0.384

社会福祉協議会 行政直営
社会福祉法人
医療法人 0.710 0.232 * 0.057 1.363
その他 -0.043 0.292 n.s. -0.865 0.780

医療法人 行政直営
社会福祉法人
社会福祉協議会
その他 -0.753 0.310 n.s. -1.625 0.119

その他 行政直営
社会福祉法人
社会福祉協議会
医療法人

*** p<.001 * p<.05 n.s.:not significant　

F値 自由度 検定
行政直営 3.551 1 n.s.
社会福祉法人 0.822 1 n.s.
社会福祉協議会 1.336 1 n.s.
医療法人 5.281 1 *
その他 0.537 1 n.s.
* p<.05　n.s.:not significant　

表Ⅲ－１０ 地域ケア会議の開催頻度に関する交互作用の分析結果（２）

平均差 (I-J) 標準誤差 有意確率b
(I) q1 設置者 (J) q1 設置者 下限

行政直営 市区町村職員司会者 司会者ではない -0.615 0.326 n.s. -1.256
社会福祉法人 市区町村職員司会者 司会者ではない 0.289 0.318 n.s. -0.336
社会福祉協議会 市区町村職員司会者 司会者ではない 0.441 0.382 n.s. -0.308
医療法人 市区町村職員司会者 司会者ではない 1.086 0.473 * 0.158
その他 市区町村職員司会者 司会者ではない 0.549 0.749 n.s. -0.921
* p<.05　n.s.:not significant　

95% 平均差

表Ⅲ－１１ 地域ケア会議の開催頻度に関する多重比較の結果（Bonferroni）

Ⅳ．考察
本研究の結果から，地域ケア会議の開催状況等に関して実証的に明らかにする
ことができた．

 各種変数の記述統計量の結果から，「地域ケア会議の開催状況」について
は，地域ケア会議を開催していると答えている者は全体の約8割であったが，
一方で，開催していないと答えている者は約2割であった．また，開催頻度とし
て，年に3回程度，年に2回程度，年に1回程度開催している者を合計すると約
4割であった．国は平成26年の改正介護保険法第115条の48において，地域ケ
ア会議の開催に関して努力義務を規定しているが，本研究の結果から，平成
26年2月時点においては，地域ケア会議を開催していなかったり，開催頻度が
年に3回程度以下の地域包括支援センターが存在しているということが明らか
になった．

 一元配置分散分析を行った結果，「地域包括支援センターの設置主体」を独立
変数とすると，行政直営の地域包括支援センターは，社会福祉法人，医療法
人と比して，地域ケア会議の開催頻度の平均値が統計的に有意に高かった．

 また，「地域ケア会議の司会者」を独立変数とすると，社会福祉士と保健師が
司会者である場合は，地域ケア会議の開催頻度の平均値が統計的に有意に
高かった．

 多元配置の分散分析を行った結果，設置主体の差異に関わらず，「社会福祉
士司会者」の主効果は統計的に有意であったが，「保健師司会者」の主効果
は，統計的に有意ではなくなった．

 また，「地域包括支援センターの設置主体」と「市区町村職員司会者」による
統計的に有意な交互作用効果が見られたことから，設置主体の差異と市区
町村職員が司会者か否かによる組み合わせにより地域ケア会議の開催頻度
が変わってくるということが明らかになった．

 これらのことから，地域ケア会議の開催頻度に対して，地域包括支援センター
の設置主体と地域ケア会議の司会者や，それらの組み合わせが重要な要因
になっているのではないかということを示唆することができた．

 ただし，今回の研究からは，地域包括支援センターの設置主体や地域ケア会
議の司会者によって，地域ケア会議の開催頻度が異なっているのはなぜかと
いう問いについては明らかにすることが出来なかったということを付記してお
く．

※本研究のために実施された調査は，無作為抽出理論に基づく厳密なサンプリ
ング調査ではなく，全数調査であるため，参考までに結果では統計的な有意
確率を示しているが、統計的な仮説検定ということが本研究では，それほど大
きな意味を有していないということに注意されたい．

※本研究は，文部科学省の「平成25年度 未来医療研究人材養成拠点形成事業
【テーマB】リサーチマインドを持った総合診療医の養成」に係る研究成果の一
部である．




